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証券コード：4119
平成30年６月７日

株 主 各 位
　

東京都千代田区神田錦町三丁目20番地

取締役社長 加 藤 龍 巳
　

第82回定時株主総会招集ご通知
　
　拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第82回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否のご表
示をいただき、平成30年６月27日（水曜日）午後５時30分（当社の営業終了時間となります）
までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬具
記

１．日 時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都千代田区神田駿河台三丁目11-１ 三井住友海上駿河台新館

　 TKPガーデンシティ御茶ノ水「カンファレンスルーム３Ｆ」
（会場を昨年定時株主総会会場から上記会場に変更しております。末尾のご案内
図をご参照ください。）

３．株主総会の目的である事項
報 告 事 項 １．第82期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報告、連結計

算書類および計算書類報告の件
２．会計監査人および監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
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決 議 事 項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件

第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

（お願い）
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。また、代理人により議決権を行使される場合は、当社の議決権を有する
他の株主様１名を代理人として株主総会にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証
明する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

（お知らせ）
　本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」
「連結注記表」および計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」につきましては、法令
および定款第16条の規定に基づき、当社ウェブサイト（https://www.pigment.co.jp）に掲載
しておりますので本招集ご通知には記載しておりません。なお、本招集ご通知の添付書類は、監
査報告を作成するに際し、監査等委員会および会計監査人が監査をした対象の一部であります。
　株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正すべき事項が生じた
場合には、当社ウェブサイト（https://www.pigment.co.jp）に掲載させていただきます。
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株主総会参考書類

第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く）５名全員が任期満了に
より退任となります。つきましては取締役（監査等委員である取締役を除く）５名の選任をお
願いいたしたいと存じます。
　各候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１

か とう たつ み

加 藤 龍 巳
（昭和27年９月４日生）

再任

昭和51年４月 当社入社
平成17年６月 取締役生産本部副本部長兼大阪工場長
平成20年６月 取締役生産本部副本部長兼埼玉川本工場長
平成21年５月 取締役営業本部長
平成23年６月 常務取締役営業本部長、開発本部担当・生産

本部管掌
平成24年６月 代表取締役常務取締役営業本部長、開発本部

担当・生産本部管掌
平成25年６月 代表取締役社長
平成28年６月 代表取締役社長 社長執行役員経営全般・内

部監査室・購買部担当（現）

3,600株

取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者とした理由
加藤龍巳氏は、平成17年６月当社取締役、平成24年６月代表取締役常務取締役に就任し、平成25年
６月より代表取締役社長をつとめております。取締役就任以来、生産、営業、開発など当社グループ
を牽引し、経営全般において、その役割・責務を適切に果たしており、今後も更なる当社グループの
企業価値向上に貢献することが期待されます。以上のことから、同氏を引き続き取締役候補者とした
ものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

２

い で じょう じ

井 手 譲 司
（昭和29年３月16日生）

再任

昭和52年４月 株式会社日本興業銀行入行
平成14年２月 同行管理部長
平成14年４月 株式会社みずほコーポレート銀行管理部長
平成17年６月 当社取締役法務担当
平成23年５月 取締役経営管理本部長、法務担当
平成25年６月 常務取締役経営管理本部長、コンプライアン

ス統括室・法務・品質保証室・東南アジア担
当

平成27年５月 常務取締役経営管理本部長兼経営企画部長、
法務コンプライアンス統括室・品質保証室・
東南アジア担当

平成27年６月 常務取締役、経営管理本部・総務部・経理
部・海外事業管掌、法務コンプライアンス統
括室担当

平成28年６月 専務取締役 専務執行役員 経営管理本部・総
務部・経理部・品質保証室・海外事業管掌、
法務コンプライアンス統括室担当

平成29年６月 専務取締役 専務執行役員 経営管理本部・総
務部・経理部・海外事業管掌、法務コンプラ
イアンス統括室・品質保証室担当（現）

2,700株

取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者とした理由
井手譲司氏は、平成17年６月当社取締役、平成25年６月常務取締役、平成28年６月専務取締役に就
任しております。取締役就任以来、内部統制体制の構築、中期経営計画策定の推進などその役割・責
務を適切に果たしており、今後も更なる当社グループの企業価値向上に貢献することが期待されま
す。以上のことから、同氏を引き続き取締役候補者としたものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

３

ひら おか まさ ひこ

平 岡 正 彦
（昭和31年２月12日生）

再任

昭和54年４月 当社入社
平成22年６月 取締役営業本部副本部長兼化成品統括部長
平成22年６月 ニッピ化成（株）代表取締役
平成25年６月 当社取締役営業本部長兼営業開発部長兼営業

管理部長、化成品統括部・中国事業担当
平成27年５月 取締役営業本部長兼営業管理部長、樹脂コン

パウンド統括部・機能性カラー統括部・中国
事業担当

平成27年６月 取締役経営管理本部長、海外事業・品質保証
室担当

平成28年６月 取締役 執行役員生産本部長、中国事業担当
（現）

2,300株

取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者とした理由
平岡正彦氏は平成22年６月当社取締役に就任しております。当社入社以来、営業、生産、国内・海外
の当社子会社の経営などその役割・責務を適切に果たしており、今後も更なる当社グループの企業価
値向上に貢献することが期待されます。以上のことから、同氏を引き続き取締役候補者としたもので
あります。

４

いま い のぶ かず

今 井 信 一
（昭和34年２月23日生）

再任

昭和56年４月 当社入社
平成18年７月 経理部長
平成23年６月 取締役経理部長、総務部・システム部担当
平成26年10月 取締役経理部長兼システム部長、総務部担当
平成27年５月 取締役経理部長、総務部・システム部担当
平成28年６月 取締役 執行役員 経理部長、総務部・システ

ム部担当
平成28年７月 取締役 執行役員 総務部・経理部・システム

部担当（現）

1,900株

取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者とした理由
今井信一氏は平成23年６月当社取締役に就任しております。当社入社以来、総務、経理、システム部
門などその役割・責務を適切に果たしており、今後も更なる当社グループの企業価値向上に貢献する
ことが期待されます。以上のことから、同氏を引き続き取締役候補者としたものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

５

みや もと やす ひろ

宮 本 康 弘
（昭和31年11月６日生）

再任

昭和55年４月 当社入社
平成22年５月 営業本部着剤統括部長
平成24年６月 大阪ピグメント（株）代表取締役
平成25年６月 当社取締役営業本部副本部長、樹脂統括部・

着剤統括部担当
平成25年６月 名古屋ピグメント（株）代表取締役
平成27年６月 当社取締役営業本部長兼営業管理部長
平成28年６月 当社取締役退任
平成28年６月 上席執行役員営業本部長兼営業管理部長
平成29年６月 取締役 執行役員営業本部長兼

営業管理部長（現）

2,600株

取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者とした理由
宮本康弘氏は当社入社以来、営業、国内・海外の当社子会社の経営などその役割・責務を適切に果た
しており、今後も更なる当社グループの企業価値向上に貢献することが期待されます。以上のことか
ら、同氏を引き続き取締役候補者としたものであります。

（注） 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査等委員である取締役３名全員が任期満了により退任となりま
す。つきましては監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。なお、
本議案に関しましては監査等委員会の同意を得ております。
　各候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１

み わ こう いち

三 輪 幸 一
（昭和30年４月22日生）

再任

昭和56年１月 当社入社
昭和61年２月 Nippon Pigment(U.S.A.)Inc.取締役副社長
平成６年４月 Nippon Pigment(U.S.A.)Inc.取締役社長
平成10年６月 経理部理事
平成18年６月 内部監査室長
平成27年６月 当社監査役
平成28年６月 当社取締役（監査等委員）（現）

18,672株

監査等委員である取締役候補者とした理由
三輪幸一氏は当社入社以来、海外の当社子会社の経営・経理・内部監査室などその役割・責務を適切
に果たしており、今後も更なる当社グループの企業価値向上に貢献することが期待されます。以上の
ことから、同氏を引き続き監査等委員である取締役候補者としたものであります。

２

社 外 取 締 役 候 補 者
むら まつ しん いち

村 松 伸 一
（昭和30年８月２日生）

新任

昭和55年４月 株式会社第一勧業銀行入行
平成11年４月 同行業務運営室株式投資室長
平成14年４月 株式会社みずほコーポレート銀行

ポートフォリオマネジメント部株式投資室長
平成15年10月 株式会社みずほ銀行上野中央支店長
平成17年10月 同行京都中央支店長
平成19年７月 イチカワ株式会社総務部部長
平成20年６月 同社執行役員総務部長
平成24年６月 同社取締役常務執行役員

０株

監査等委員である社外取締役候補者とした理由
村松伸一氏は金融機関での豊富な経験ならびに他社での企業経営者としての幅広い見識を当社のガバ
ナンスの充実・強化に貢献して頂けると期待されます。以上のことから同氏を新たに監査等委員であ
る社外取締役候補者としたものであります。

同氏は当社の主要借入先である株式会社みずほ銀行の業務執行者であったこともありますが、同行を
退社し10年以上経過しております。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

３

社 外 取 締 役 候 補 者
すず き よう こ

鈴 木 洋 子
（昭和45年９月21日生）

新任

平成10年４月 弁護士登録（現）
髙城合同法律事務所入所

平成14年11月 鈴木総合法律事務所パートナー（現）
平成15年５月 株式会社イトーヨーカ堂社外監査役
平成17年９月 株式会社セブン＆アイ・ホールディングス

社外監査役
平成20年１月 社団法人（現公益社団法人）国際ＩＣ日本

協会理事
平成27年４月 独立行政法人経済産業研究所非常勤監事（現）
平成28年５月 株式会社イトーヨーカ堂監査役（現）
平成30年３月 株式会社ブリヂストン社外取締役（現）
＜重要な兼職の状況＞

弁護士 鈴木総合法律事務所パートナー
株式会社イトーヨーカ堂監査役
株式会社ブリヂストン社外取締役

０株

監査等委員である社外取締役候補者とした理由
鈴木洋子氏は弁護士としての高い専門性を有すると共に、他社での社外取締役および社外取監査役の
経験ならびに各種法人での豊富な経験と高い見識を当社のガバナンスの充実・強化に貢献して頂ける
と期待されます。以上のことから同氏を新たに監査等委員である社外取締役候補者としたものであり
ます。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．村松伸一氏ならびに鈴木洋子氏は、社外取締役候補者であります。
３．社外取締役候補者に関する特記事項は以下のとおりであります。
（1）当社は、村松伸一氏ならびに鈴木洋子氏が社外取締役に選任された場合は、それぞれ責任限定契約

を締結する予定であります。その契約内容の概要は、次のとおりであります。「社外取締役の会社
法第423条第１項の責任について、社外取締役が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないと
きは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とし、これを超える部分について、当
社は社外取締役を当然に免責するものとする。」

（2）当社は、村松伸一氏ならびに鈴木洋子氏が社外取締役に選任された場合は、東京証券取引所の定め
に基づく独立役員（社外取締役）として指定する予定です。

４．Nippon Pigment(U.S.A.)Inc.は平成９年４月に清算結了しております。
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第３号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委
員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。なお、本議案に関しましては、監
査等委員会の同意を得ております。
　その候補者は、次のとおりであります。
氏 名
(生年月日) 略歴および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

社 外 取 締 役 候 補 者
みや ざき たつ ひこ

宮 﨑 達 彦
（昭和22年７月27日生）

新任

昭和45年４月 運輸省（現国土交通省）入省
平成10年６月 同省海上交通局長
平成11年７月 同省退官
平成11年８月 日本鉄道建設公団国鉄清算事業本部代表理事
平成13年７月 社団法人（現一般社団法人）日本貨物検数協会顧問
平成15年５月 同協会会長
平成21年５月 同協会顧問
平成23年２月 弁護士登録（現）
平成25年６月 株式会社上組社外取締役
平成25年６月 東京空港交通株式会社社外監査役（現）
＜重要な兼職の状況＞

弁護士
東京空港交通株式会社社外監査役

０株

補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由
宮﨑達彦氏は行政に長年携わった経験や、弁護士としての高い専門性を有すると共に
他社での社外取締役および社外監査役の経験を当社のガバナンスの充実・強化に貢献
して頂けると期待されます。以上のことから、同氏を新たに補欠の監査等委員である
社外取締役候補者としたものであります。

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．社外取締役候補者に関する特記事項は以下のとおりであります。
（1）宮﨑達彦氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
（2）同氏が社外取締役に就任された場合は、当社は同氏との間で責任限定契約を締結する予定でありま

す。その契約内容の概要は、次のとおりであります。「社外取締役の会社法第423条第１項の責任に
ついて、社外取締役が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１
項に定める最低責任限度額を限度とし、これを超える部分について、当社は社外取締役を当然に免
責するものとする。」

（3）同氏が社外取締役に就任された場合は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員（社外取締役）と
して届け出る予定です。
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当社の独立性判断基準
当社は、社外役員が次の項目のいずれにも該当しない場合には、その社外役員は当社からの独立性を有して
いるものと判断する。
Ⅰ．当社を主要な取引先とする者（注１）またはその業務執行者（注２）
Ⅱ．当社の主要な取引先である者（注３）またはその業務執行者
Ⅲ．当社を主要な株主（注４）とする者の取締役、監査役、会計参与、執行役、理事、執行役員その他の業
務を執行する役員、支配人その他の使用人、その他これらに準ずる者

Ⅳ．当社の主要な株主またはその取締役、監査役、会計参与、執行役、理事、執行役員その他の業務を執行
する役員、支配人その他の使用人、その他これらに準ずる者

Ⅴ．当社から役員報酬以外に多額（注５）の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家また
は法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をい
う。）

Ⅵ．最近５年間において上記Ⅰ．からⅤ．までのいずれかに掲げる者に該当していた者
Ⅶ．次のいずれかに掲げる者（重要な地位にある者（注６）に限る。）の近親者（注７）
①上記Ⅰ．からⅥ．までに掲げる者
②当社の子会社の業務執行者
③当社の子会社の業務執行者ではない取締役（社外取締役を独立役員として指定する場合に限る。）
④最近５年間において、上記Ⅶ．②および③または当社の業務執行者（社外取締役を独立役員として指定
する場合にあっては、業務執行者でない取締役を含む。）に該当していた者

（注１）「当社を主要な取引先とする者」とは、その者の直近事業年度における年間連結総売上高の２％以上の額の支払いを当
社から受けた者をいう。

（注２）「業務執行者」とは、法人その他の団体の①業務執行取締役、執行役、執行役員その他の業務を執行する役員、②業務
を執行する社員、業務を執行する社員の職務を行うべき者その他これに相当する者、および③使用人をいう。

（注３）「当社の主要な取引先である者」とは、当社に対して、①当社の直近事業年度における年間連結総売上高の２％以上の
額の支払いを行っている者、または、②当社の直近事業年度末における当社の連結総資産の２％以上の額を融資してい
る者をいう。

（注４）「主要な株主」とは、直近事業年度において、直接または間接的に総議決権の10％以上を保有する株主をいう。
（注５）「多額」とは、過去３事業年度の平均で、個人の場合は1,000万円以上、法人、組合等の場合は、当該団体の連結総売上

高もしくは総収入の２％以上の額をいう。
（注６）「重要な地位にある者」とは、例えば、業務執行者については役員・部長クラス以上の者を、コンサルタント・会計専

門家・法律専門家においては所属公認会計士・所属弁護士等をいう。
（注７）「近親者」とは、二親等内の親族をいう。

以上
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添 付 書 類
　
事 業 報 告（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
１．当社グループの現況に関する事項
（１）事業の経過およびその成果
① 全般的な営業の概況
　当連結会計年度における我が国経済は、政府による各種経済政策や日本銀行による金融
緩和策の継続を背景に、企業業績や雇用・所得環境の改善が進み、全体として回復基調が
続いております。海外において、米国では良好な雇用情勢等を背景に景気拡大が持続して
おり、欧州でも企業収益の回復により経済成長が継続いたしました。また、アジア新興国
においても持ち直しの動きが見られるなど総じて堅調に推移いたしました。
このようななか当社グループにおいては、国内および東南アジアでの樹脂コンパウンド
需要の堅調を背景に概ね良好な業況推移となっております。
当連結会計年度の当社グループの売上高は461億９千７百万円（前期比8.4％増）、経常
利益は10億９千５百万円（前期比0.6％増）となり、関連会社の増資による持分変動損失
１億２千９百万円を計上した結果、親会社株主に帰属する当期純利益は６億７千７百万円
（前期比2.0％減）となりました。　
② セグメント別の状況
　当社グループのセグメント業績は次のとおりであります。
・日本
国内部門別の概況として樹脂コンパウンド部門は、自動車産業向けエンジニアリングプ

ラスチックを中心に受注が高水準で推移しております。急激な受注増に生産対応が追いつ
くまでには至らず、一部地域で生産効率の悪化を招く局面もあったことから、部門営業利
益では想定を若干上回る結果に留まりました。
　樹脂用着色剤部門は、自動車・フィルム・樹脂メーカー向けが堅調に推移しましたが、
他分野の落ち込みをカバーするまでには至らず、部門営業利益は想定までには至りません
でした。
　最後に加工カラー部門は、化成品で一部の自動車産業向けや建材産業向けが比較的堅調
に推移し、概ね想定どおりとなりましたが、液体分散体では海外関連の一時的な在庫調整
等の影響を受けたことから当初想定を下回りました。
　この結果、当連結会計年度の売上高は263億２千７百万円（前期比5.9％増）となりま
したが、営業利益は経費の増加もあって６億円（前期比3.9％減）となりました。
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・東南アジア
　東南アジアは、インドネシアでの自動車産業向けにおいて年初来の在庫調整の影響が残
ったものの、その他地域での家電産業向けの受注が好調であり、全体としては概ね堅調に
推移しました。当連結会計年度の売上高は191億３千６百万円（前期比12.4％増）となり
ましたが、為替変動や樹脂価格上昇の影響もあり、営業利益は３億７千９百万円（前期比
19.1％減）となりました。
・その他
　その他は、中国での日系自動車関連の受注が当初の想定を下回り、またメンテナンス費
用の計上もあったことから、当連結会計年度の売上高は７億３千３百万円（前期比0.02％
減）、営業損失は４千１百万円（前期営業損失４千７百万円）となりました。
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（２）対処すべき課題
　当社グループでは、2016年３月に中期経営計画「Challenge2020」－ボーダレス化へ
の再編と新生へのステップ－を公表致しました。2016年から2020年の５年間を「次世代
の柱を確立し、持続的成長への土台を固める５年」としており、３つの基本方針「①次世
代に向けた戦略の舵取り」「②経営基盤の強化」「③ブランド価値向上」を掲げ推進してお
ります。なお、中期経営計画には、資本効率の向上を目指して経営指標とした、ROE、
配当性向の目標値を設定しております。
　中期経営計画の基本方針に基づき以下の課題に引き続き取り組んでまいります。
注視する課題
《収益力強化》
・収益を重視した適正な生産体制の構築
・自社製品の拡販
・国内外一体の販売強化
・分野別の販売チーム体制の構築
・機能性カラー分野の資源投入による拡販
・ブランド価値向上
《国内外生産体制再構築》
・生産拠点の集約・再編
・拠点毎の生産品特化
・省力化
・品質向上
《グローバル化推進》
・顧客の海外移管を綿密にフォロー
・国内外一体の販売強化
・ローカル人材育成・活用
・機能性カラー分野の拡販
・提携等でのフィー収入

　当社グループは、中期経営計画「Challenge2020」の３年目として、経営基盤を充実
させていく所存です。株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますよ
うお願い申し上げます。
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第81期第80期第79期

売上高

第81期第80期第79期

経常利益

第81期第80期第79期

親会社株主に帰属する当期純利益（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

第82期 第82期 第82期

42,63141,041
44,096 1,089

275239

691

147
218

46,197
1,095

677

（３）重要な設備投資等および資金調達の状況
　当連結会計年度に実施した設備投資の総額は、19億5百万円でした。設備投資の内容
は、樹脂コンパウンド、樹脂用着色剤の加工設備を中心に行いました。なお、所要資金は
自己資金および銀行借入金で充当いたしました。

　
（４）財産および損益の状況の推移
①当社グループの財産および損益の状況の推移

区 分
第 79 期

(平成平成2627年年 43 月月 131日から日まで)
第 80 期

(平成平成2728年年 43 月月 131日から日まで)
第 81 期

(平成平成2829年年 43 月月 131日から日まで)
第 82 期

(当連結会計年度)
(平成平成2930年年 43 月月 131日から日まで)

売 上 高 (百万円) 44,096 41,041 42,631 46,197
経 常 利 益 (百万円) 239 275 1,089 1,095
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (百万円) 218 147 691 677

１株当たり当期純利益 138円96銭 94円09銭 440円11銭 431円58銭
純 資 産 (百万円) 12,681 11,922 12,665 14,231
総 資 産 (百万円) 27,285 26,354 27,597 31,270
（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を除く）により算出しております。
　 ２. 平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株とする株式併合を実施しております。
　 １株当たり当期純利益は、第79期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して算出しております。

３．第79期は為替の影響等もあり増収となりましたが販売構成の悪化により減益となりました。
４．第80期は海外では取扱数量の減少により減収減益となりましたが、国内では取扱数量の増加と経費

削減の効果もあり全体としては減収増益となりました。
５．第81期は国内においては主に自動車産業・家電産業向け、海外においてはインドネシアが堅調に推
移し、増収増益となりました。

６．第82期は国内外での樹脂コンパウンド需要が堅調に推移し増収となりましたが、国内においては経
費の増加、海外においては樹脂価格上昇などの影響があり収益は伸び悩みました。
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②当社の財産および損益の状況の推移

区 分
第 79 期

(平成平成2627年年 43 月月 131日から日まで)
第 80 期

(平成平成2728年年 43 月月 131日から日まで)
第 81 期

(平成平成2829年年 43 月月 131日から日まで)
第 82 期
(当事業年度)

(平成平成2930年年 43 月月 131日から日まで)
売 上 高 (百万円) 24,330 24,003 25,092 26,635
経 常 利 益 (百万円) 345 345 661 731
当期純利益 (百万円) 385 285 481 590
１株当たり当期純利益 245円12銭 181円69銭 306円43銭 376円15銭
純 資 産 (百万円) 8,717 8,758 9,573 10,655
総 資 産 (百万円) 18,497 18,538 19,719 22,572
（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を除く）により算出しております。

２．平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株とする株式併合を実施しております。
１株当たり当期純利益は、第79期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して算出しております。

３．第79期は樹脂コンパウンド部門は比較的堅調に推移しましたが、樹脂用着色剤の販売の伸び悩みに
より増収減益となりました。

４．第80期は受託品の取扱数量の増加による販売構成の変動により減収となりました。
５．第81期は樹脂コンパウンド・樹脂用着色剤・両部門共堅調に推移し、また販売構成の変化や経費削

減効果もあり増収増益となりました。
６．第82期は樹脂コンパウンド部門が牽引し増収増益となりました。

　
（５）重要な親会社および子会社の状況
①親会社の状況
　親会社に該当するものはありません。
②重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

東 京 ピ グ メ ン ト 株 式 会 社 100,000千円 100.0％ 樹脂コンパウンド

名 古 屋 ピ グ メ ン ト 株 式 会 社 100,000 100.0 　 〃

大 阪 ピ グ メ ン ト 株 式 会 社 100,000 100.0 　 〃

ニ ッ ピ 化 成 株 式 会 社 50,000 100.0 加工カラー、樹脂用着色剤

NipponPigment(S)Pte.Ltd. 13,500千シンガポールドル 100.0 樹脂コンパウンド

天津碧美特工程塑料有限公司 5,300千USドル 78.7 　 〃
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（６）主要な事業内容（平成30年３月31日現在）
　当社グループは各種樹脂コンパウンド、各種樹脂用着色剤、インキ塗料用着色剤、電子
材料用着色剤液体分散体などの製造、販売を行っております。

（７）当社グループの主要拠点（平成30年３月31日現在）
当社

　 本社 東京都千代田区
　 営業拠点（３拠点）
　 東京（千代田区）、大阪（大阪市中央区）、名古屋（名古屋市千種区）
　 本体生産拠点（２拠点）
　 埼玉川本工場（埼玉県深谷市）、大阪工場（大阪府柏原市）
　 国内子会社（４拠点）
　 東京ピグメント㈱（埼玉県熊谷市）、ニッピ化成㈱（埼玉県熊谷市）、

名古屋ピグメント㈱（愛知県犬山市）、大阪ピグメント㈱（奈良県大和郡山市）
　 海外拠点（８拠点）

Nippon Pigment (S) Pte.Ltd.（シンガポール）、
Nippon Pigment (M) Sdn.Bhd. [Head Office & Shah Alam Plant]（マレ－シア）、
Nippon Pigment (M) Sdn.Bhd. [Penang Plant]（マレーシア）、
P.T.Nippisun Indonesia（インドネシア）[２工場]、
天津碧美特工程塑料有限公司（中国）、
NPK Co.,Ltd.（韓国）[持分法関連会社]、
上海新素材特種聚合物有限公司（中国）[持分法関連会社]
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（８）従業員の状況（平成30年３月31日現在）
①当社グループの従業員の状況
区 分 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減
男 性 815名 19名（増）
女 性 124名 ７名（増）
合 計 939名 26名（増）

（注）１．従業員数は就業人員であります。
２．従業員数には臨時従業員（195名）は含んでおりません。

②当社の従業員の状況
区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
男 性 174名 ０名（－） 43.0歳 18.6年
女 性 34名 ３名（増） 39.8歳 18.3年
合 計
又 は 平 均 208名 ３名（増） 42.5歳 18.6年

（注）１．従業員数は就業人員であります。
２．従業員数には出向社員（47名）および臨時従業員（59名）は含んでおりません。

（９）主要な借入先（平成30年３月31日現在）
借 入 先 期 末 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,680百万円
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 964百万円
株 式 会 社 十 六 銀 行 565百万円
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 511百万円
日 本 生 命 保 険 相 互 株 式 会 社 202百万円
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（10）その他当社グループの現況に関する重要な事項
　当社は平成29年11月に埼玉県児玉郡に液体分散体の新工場を建設することを決定し、
平成31年春の稼動開始に向けて建設に着手しております。

２．会社の株式に関する事項（平成30年３月31日現在）
（１）発行可能株式総数 3,000,000株
（２）発行済株式の総数 1,575,899株（うち自己株式 5,812株）
（３）株主数 1,491名
（４）大株主（上位１０名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
日 本 ピ グ メ ン ト 取 引 先 持 株 会 156千株 9.97％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 105 6.71
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 78 4.97
株 式 会 社 十 六 銀 行 69 4.45
日 本 化 薬 株 式 会 社 51 3.31
東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 49 3.14
株 式 会 社 資 生 堂 49 3.13
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 43 2.79
東 レ 株 式 会 社 35 2.29
長 瀬 産 業 株 式 会 社 32 2.08
（注）１．上記持株比率については、自己株式を控除した発行済株式の総数により算出しております。

２．平成29年６月29日開催の第81回定時株主総会決議により、平成29年10月1日を効力発生日として、
普通株式10株を１株とする株式併合を実施しており、発行可能株式総数は30,000,000株から
3,000,000株に、発行済株式の総数は15,758,994株から1,575,899株となっております。また、単
元株式数を1,000株から100株に変更しております。

（５）その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
　 該当事項はありません。
　
４．会社役員に関する事項
（１）取締役の氏名等（平成30年３月31日現在）

会社における地位および担当 氏 名 重要な兼職の状況
(代表取締役)
取 締 役 社 長

社長執行役員
経営全般・内部監査室・購買部担当 加 藤 龍 巳

専 務 取 締 役
専務執行役員
経営管理本部・総務部・経理部・海外事業管掌、
法務コンプライアンス統括室・品質保証室担当

井 手 譲 司

取 締 役 執行役員
生産本部長、中国事業担当 平 岡 正 彦

取 締 役 執行役員
総務部・経理部・システム部担当 今 井 信 一

取 締 役 執行役員
営業本部長兼営業管理部長 宮 本 康 弘

取 締 役
（常勤監査等委員） 三 輪 幸 一

取 締 役
（監査等委員） 鈴 木 道 弘

取 締 役
（監査等委員） 原 田 尚 知

Mipox株式会社
取締役執行役員
ニチモウ株式会社
社外取締役

　

（注）１．鈴木道弘氏ならびに原田尚知氏は社外取締役であります。
２．取締役三輪幸一氏は常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選定している理由は、社内
事情に精通したものが取締役会以外の各種委員会へ出席することや内部監査室等との連携を密に図
ること等により得られた情報をもとに、監査等委員会による監査の実効性を高めるためです。

３．取締役（監査等委員）三輪幸一氏、鈴木道弘氏ならびに原田尚知氏は、以下のとおり、財務および
会計に関する相当程度の知見を有しております。
・三輪幸一氏は当社の経理部に在籍し、経理・財務業務に携わってきた経験があり、財務および会計
に関する相当程度の知見を有するものであります。
・鈴木道弘氏ならびに原田尚知氏は、金融機関での在籍ならびに他社での企業経営者としての経験も
あり、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

宝印刷株式会社 2018年05月25日 15時35分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

20

４．当事業年度中における役員の地位および担当の異動
平成29年６月29日に役員の地位および担当を以下のとおり変更しております。

氏 名 地位および担当（新） 地位および担当（旧）

井 手 譲 司

専務取締役 専務執行役員
　経営管理本部・総務部・経理部・
　 海外事業管掌、
法務コンプライアンス統括室・
品質保証室担当

専務取締役 専務執行役員
　経営管理本部・総務部・経理部・
　品質保証室・海外事業管掌、
　法務コンプライアンス統括室担当

宮 本 康 弘 取締役 執行役員
　営業本部長兼営業管理部長

上席執行役員
　営業本部長兼営業管理部長

　
５．当事業年度末日における取締役以外の執行役員は以下のとおりであります。

会社における地位および担当 氏 名
上席執行役員 購買部長 武 田 聡
執 行 役 員 営業本部副本部長 古 賀 義 隆
執 行 役 員 生産本部副本部長 田 中 淳
執 行 役 員 営業本部 樹脂コンパウンド統括部長 光 枝 孝 宗
執 行 役 員 経営管理本部長兼経営企画部長 田 代 喜 一
執 行 役 員 生産本部副本部長兼埼玉川本工場長 至 田 順 彦
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（２）取締役の報酬等の額
取締役（監査等委員を除く） ５名 137百万円
取締役（監査等委員） ３名 27百万円
役員 合計 ８名 165百万円（うち社外２名11百万円）

（注）１．上記金額には、取締役の使用人分の給与は含まれておりません。
２．取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等の限度額は、平成28年６月29日開催の第80回
定時株主総会において年額200百万円以内と決議いただいております。

３．監査等委員である取締役の報酬等の限度額は、平成28年６月29日開催の第80回定時株主総会にお
いて年額40百万円以内と決議いただいております。

　
（３）責任限定契約の内容の概要
　当社と取締役鈴木道弘氏、取締役原田尚知氏、それぞれの間に会社法第427条第１項の
規定による責任限定契約を締結しており、その契約内容の概要は以下のとおりでありま
す。
・取締役鈴木道弘氏、取締役原田尚知氏との締結内容
「社外取締役の会社法第423条第１項の責任について、社外取締役が職務を行うにつき
善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を
限度とし、これを超える部分について、当社は社外取締役を当然に免責するものとす
る。」

　
（４）社外役員に関する事項
①他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係
取締役原田尚知氏の重要な兼職状況：Ｍipox株式会社 取締役執行役員ならびに
ニチモウ株式会社 社外取締役
上記各兼職先と当社との間には特別の関係はありません。
②当該事業年度における主な活動状況
取締役会・監査等委員会への出席状況は以下のとおりであります。
・取締役鈴木道弘氏：取締役会13回のすべて、監査等委員会13回のすべてに出席し、金
融機関や他企業での豊富な経験と幅広い見識から当社の経営に関し適宜意見を述べてお
ります。
・取締役原田尚知氏：取締役会13回のうち12回に出席、監査等委員会13回のすべてに出
席し、金融機関における豊富な経験、企業経営者としての経験から当社の経営に関し適
宜意見を述べております。
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③独立役員の指定状況
取締役鈴木道弘氏、取締役原田尚知氏の２名を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と
して指定し、届け出ております。

５．会計監査人の状況
（１）会計監査人の名称

明治アーク監査法人
　
（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 28百万円
② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 28百万円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、①の金額にはこれらの合計額を
記載しております。

２．当社の重要な子会社のうち、Nippon Pigment(S)Pte.Ltd.、天津碧美特工程塑料有限公司は、当社
の会計監査人以外の公認会計士または監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有す
る者を含む。）の法定監査を受けております。

３．監査等委員会が会計監査人の報酬等の額について同意した理由
監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬額の見積もり
の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額
について同意致しました。

　
（３）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が、会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵触した場
合、および公序良俗に反する行為があったと判断した場合は、株主総会に提出する会計監
査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制（平成30年３月31日現在）
　当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他
会社の業務の適正を確保するために必要な体制（いわゆる内部統制システム）について、取締
役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。
Ⅰ．取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
①当社グループの全ての役職員が遵守すべき基本的な内部規範として「日本ピグメントグルー
プ行動規範」を定めるとともに、「コンプライアンスの基本方針」を定め、コンプライアン
スの徹底に努める。
②当社は、社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、当社グループのコンプライ
アンス制度を統括させるとともに、法務コンプライアンス統括室を設置し、内部統制体制の
モニタリングおよびコンプライアンス体制の推進を図る。社長は、コンプライアンス管理の
実施状況について取締役会に報告を行う。
③当社グループにおける法令・諸規則および諸規程に反する行為等を早期に発見し是正するこ
とを目的とし、内部通報制度を設ける。
④当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対し、毅然とした姿
勢で組織的に取り組み、不当要求事案等が発生した場合は警察等関連機関とも連携して対処
する。

Ⅱ．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報については、当社の社内規程に従い、その保存媒体に応じ遺漏
なきよう十分な注意をもって保存・管理を行う。取締役は、文書管理規程により、常時、これ
らの文書等を閲覧できるものとする。
Ⅲ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社グループのコンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ等に係るリスクに
ついては、各担当部署にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配
布等を行うものとし、組織横断的リスクの状況の監視および全社的対応は、リスク管理規程、
災害対策規程に基づき総務部が行うものとする。緊急事態が発生し、必要と認められた場合に
は緊急対策本部を設置し対応する。
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Ⅳ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会は、当社グループの取締役、執行役員、社員が共有する全社的な目標を定め、その
目標達成のために各部門の具体的目標および効率的な達成の方法を定め、IT等を活用して定期
的に進捗状況をレビューし、改善を促すことを内容とする、全社的な業務の効率化を実現する
システムを構築する。
Ⅴ．当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
①当社は、当社および子会社からなるグループ全体の内部統制システム構築のため、社長を委
員長とする内部統制対応プロジェクト委員会を設置し、グループ全体での取り組みを推進す
る体制を整備する。
②当社と子会社との間で締結される「経営管理契約」ならびに当社が定める「国内子会社経営
管理運営細則」および「海外子会社経営管理運営細則」において、当社子会社に対し、子会
社の経営状況について当社への定期的な報告を義務づけるとともに、子会社において発生し
た経営上の重要な事象について当社への都度の報告を義務づける。
③コンプライアンス委員会ならびに業務監査委員会は、グループ全体の業務の適正を確保する
ため、それぞれ法務コンプライアンス統括室および内部監査室を指揮し、当社グループ各社
の社長ならびに担当窓口と連携して、グループ全体の業務の適正確保に努める。
Ⅵ．監査等委員である取締役の職務を補助する使用人等に関する事項
①当社は、監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人として内部監査室の職員を配置
する。
②内部監査室長は、監査計画の作成および監査実施にあたり、監査等委員会および会計監査人
との意見交換を図り、効率的な監査の実施に努めるとともに、監査等委員である取締役が委
員として参画する業務監査委員会を補佐し、同委員会に対し監査報告を行う。
③監査等委員会は、内部監査室所属の職員に監査業務に必要な事項を命令することができるも
のとし、監査等委員会より監査業務に必要な命令を受けた職員はその命令に関して、取締役
（監査等委員である取締役を除く）、内部監査室長等の指揮命令を受けないものとする。
④内部監査室の職員の評価および異動については、事前に監査等委員会の意見を徴し、これを
尊重するものとする。
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Ⅶ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使用人が監査等委員会に報告をするた
めの体制、その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）または使用人は、当社の監査等
委員会に対して、法定の事項に加え、当社および当社グループに重大な影響を及ぼす事項を
すみやかに報告する。

②監査等委員である取締役は、当社グループの内部監査制度を統括する社長直轄の組織である
業務監査委員会の委員として、内部監査室長から社内各部署の監査報告を受ける。また、監
査等委員である取締役は、コンプライアンス委員会、ＣＳＲ推進協議会に委員として出席す
る。
③当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使用人は、当社の監査等
委員会の求めに応じて、その職務の執行に関する事項の説明を行う。

④代表取締役社長と監査等委員会の定期的な意見交換の場を設ける。
⑤当社は、当社の監査等委員である取締役へ報告を行った当社グループの役職員に対し、当該
報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役
職員に周知徹底する。
⑥当社は、監査等委員である取締役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の
請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用または債務が当該監査
等委員である取締役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用
または債務を処理する。

７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
Ⅰ．コンプライアンス
　当社は「コンプライアンスの基本方針」に基づき、取締役会が設置したコンプライアンス委
員会を四半期毎に開催しました。また、従業員に対してはコンプライアンス職場研修を四半期
毎に実施し、平成29年度はインサイダー取引の未然防止、マタニティハラスメント・パワー
ハラスメントの防止、契約責任の履行、内部通報制度の概要、についての研修を行い、同時
に、社員がコンプライアンスに関しての問題等を発見した場合に報告・相談できる「コンプラ
イアンス相談窓口」（社内・社外に設置）についても周知徹底しております。また、当社グル
ープＣＳＲガイドラインに基づきＣＳＲ推進協議会を年２回開催し「倫理」「労務」の年度目
標および「環境」「安全衛生」の年度計画の上程および活動状況の報告などをしております。
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Ⅱ．リスク管理
　リスク管理規程に基づき年一回主管部署によりリスクの洗い出しを行い執行役員会において
報告を行っております。
Ⅲ．グループ会社経営管理
　国内および海外の子会社が重要事項を決定する場合は、子会社稟議決裁基準に基づき、当社
の取締役会または執行役員会（または担当役員）において事前に承認をしております。また、
子会社経営管理運営細則に基づき、各四半期における各子会社の社内監査の実施状況およびそ
の結果ならびにリスク管理等の報告を受けております。
Ⅳ．監査等委員会
　監査等委員会は、本年度は13回開催され、監査等委員相互の情報交換を行うとともに、常
勤監査等委員が実施した当社および国内外子会社の監査内容および結果について報告を行って
おります。監査等委員会は業務執行取締役、会計監査人ならびに内部監査室との面談を行い、
業務執行、会計監査ならびに内部監査の実施等について情報収集を行っております。また、常
勤監査等委員は「取締役会」のほか「コンプライアンス委員会」「業務監査委員会」「ＣＳＲ推
進協議会」等の重要な機関の協議の場に出席し、内部統制システムの整備・運用状況を確認し
ております。
Ⅴ．内部監査の実施状況
　内部監査室は年度監査計画書に基づき、当社ならびに当社国内外グループの内部監査を実施
し、業務監査委員会に報告をしております。
　
８．剰余金の配当等の決定に関する方針
　株主の皆様への安定配当の継続を基本として、当期と今後の業績および経営基盤強化のため
の内部留保を勘案して配当を行うこととしております。
　上記方針に基づき、当期の期末配当金につきましては、平成30年５月11日の取締役会にお
いて、１株当り80円とし、平成30年６月８日を支払い開始日とすることを決定させていただ
きました。

　
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　本事業報告中の記載金額および株式数は表示単位未満を切り捨てして、比率は表示単位未満を四捨五入して記
載しております。
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連結貸借対照表（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 15,478,889 流 動 負 債 13,090,969
現 金 及 び 預 金 2,241,218 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 7,230,707
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 7,964,305 短 期 借 入 金 3,734,593
製 品 2,473,286 未 払 法 人 税 等 160,440
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 2,255,327 賞 与 引 当 金 190,329
繰 延 税 金 資 産 157,323 そ の 他 1,774,898
そ の 他 387,729 固 定 負 債 3,947,998
貸 倒 引 当 金 △300 長 期 借 入 金 2,334,772
固 定 資 産 15,792,015 繰 延 税 金 負 債 1,129,521
有 形 固 定 資 産 9,232,844 退 職 給 付 に 係 る 負 債 420,043
建 物 及 び 構 築 物 2,571,749 そ の 他 63,662
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 2,275,235 負 債 合 計 17,038,968
工 具、 器 具 及 び 備 品 176,142 （純 資 産 の 部）
土 地 3,871,007 株 主 資 本 11,788,208
建 設 仮 勘 定 338,708 資 本 金 1,481,159
無 形 固 定 資 産 212,310 資 本 剰 余 金 1,033,980
借 地 権 7,067 利 益 剰 余 金 9,290,916
そ の 他 205,243 自 己 株 式 △17,847
投資その他の資産 6,346,859 その他の包括利益累計額 1,498,095
投 資 有 価 証 券 5,612,245 その他有価証券評価差額金 1,988,144
長 期 貸 付 金 140 為 替 換 算 調 整 勘 定 △323,955
退 職 給 付 に 係 る 資 産 241,168 退職給付に係る調整累計額 △166,093
繰 延 税 金 資 産 219,915 非 支 配 株 主 持 分 945,631
そ の 他 287,655
貸 倒 引 当 金 △14,265 純 資 産 合 計 14,231,936
資 産 合 計 31,270,904 負 債 及 び 純 資 産 合 計 31,270,904

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 46,197,812
売 上 原 価 42,192,257
売 上 総 利 益 4,005,554
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,067,218
営 業 利 益 938,336
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 78,866
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 80,673
ス ク ラ ッ プ 売 却 益 34,714
為 替 差 益 19,261
そ の 他 78,198 291,715

営 業 外 費 用
支 払 利 息 98,031
そ の 他 36,402 134,434
経 常 利 益 1,095,617
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3,471
投 資 有 価 証 券 売 却 益 71,834 75,305
特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 2,075
持 分 変 動 損 失 129,321 131,396

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,039,526
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 312,020
法 人 税 等 調 整 額 △250 311,769
当 期 純 利 益 727,756
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 50,037
親会社株主に帰属す る 当 期 純 利 益 677,718

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部)

流 動 資 産 9,513,485 流 動 負 債 8,734,876
現 金 及 び 預 金 1,215,371 支 払 手 形 123,962
受 取 手 形 295,284 買 掛 金 4,708,912
売 掛 金 5,371,772 短 期 借 入 金 1,340,000
製 品 1,590,327 １年内返済予定の長期借入金 922,860
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 785,001 未 払 金 619,240
前 払 費 用 5,074 未 払 法 人 税 等 147,674
短 期 貸 付 金 33,840 未 払 費 用 122,217
繰 延 税 金 資 産 119,829 預 り 金 17,172
そ の 他 96,983 賞 与 引 当 金 118,244
固 定 資 産 13,058,563 そ の 他 614,591
有 形 固 定 資 産 4,895,310 固 定 負 債 3,181,205
建 物 996,134 長 期 借 入 金 2,061,217
構 築 物 17,730 繰 延 税 金 負 債 1,056,326
機 械 及 び 装 置 624,394 そ の 他 63,662
車 両 運 搬 具 15,238 負 債 合 計 11,916,082
工 具、 器 具 及 び 備 品 79,891 （純 資 産 の 部）
土 地 2,871,782 株 主 資 本 8,668,150
建 設 仮 勘 定 290,137 資 本 金 1,481,159
無 形 固 定 資 産 167,798 資 本 剰 余 金 1,047,700
投資その他の資産 7,995,454 資 本 準 備 金 1,047,700
投 資 有 価 証 券 4,074,113 利 益 剰 余 金 6,157,138
関 係 会 社 株 式 3,056,098 利 益 準 備 金 277,800
関 係 会 社 出 資 金 292,986 そ の 他 利 益 剰 余 金 5,879,338
前 払 年 金 費 用 452,950 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 264,820
そ の 他 218,050 別 途 積 立 金 4,570,000
貸 倒 引 当 金 △14,265 繰 越 利 益 剰 余 金 1,044,517
投 資 損 失 引 当 金 △84,478 自 己 株 式 △17,847

評価・換算差額等 1,987,816
その他有価証券評価差額金 1,987,816
純 資 産 合 計 10,655,966

資 産 合 計 22,572,048 負 債 及 び 純 資 産 合 計 22,572,048
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 26,635,904
売 上 原 価 23,856,385
売 上 総 利 益 2,779,518
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,305,104
営 業 利 益 474,413
営 業 外 収 益
受 取 利 息 703
受 取 配 当 金 94,850
そ の 他 288,817 384,370
営 業 外 費 用
支 払 利 息 58,105
そ の 他 68,787 126,893

経 常 利 益 731,891
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 107,524 107,524

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 1,196
投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 41,228 42,425
税 引 前 当 期 純 利 益 796,990
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 213,000
法 人 税 等 調 整 額 △6,675 206,324
当 期 純 利 益 590,665

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

平成３０年５月１５日
日本ピグメント株式会社
　 取 締 役 会 御中

明 治 ア ー ク 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 永 田 敬 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 松 浦 大 樹 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 長 井 裕 太 ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、日本ピグメント株式会社の平成２９年４月１日
から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、日本ピグメント株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

平成３０年５月１５日
日本ピグメント株式会社
　 取 締 役 会 御中

明 治 ア ー ク 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 永 田 敬 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 松 浦 大 樹 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 長 井 裕 太 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、日本ピグメント株式会社の平成２９年４
月１日から平成３０年３月３１日までの第８２期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書
　

監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの第８２期事業年度における取締
役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内
容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとと
もに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131
条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 明治アーク監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人 明治アーク監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成３０年５月２４日
日本ピグメント株式会社 監査等委員会
常勤監査等委員 三輪 幸一 ㊞
監査等委員(社外取締役) 鈴木 道弘 ㊞
監査等委員(社外取締役) 原田 尚知 ㊞

以 上
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三井住友海上駿河台新館 TKPガーデンシティ御茶ノ水
「カンファレンスルーム３Ｆ」

　

〒101-0062 東京都千代田区神田駿河台三丁目11-1
TEL.03-5283-6211

　

　

●ＪＲ中央線 御茶ノ水駅 聖橋出口 徒歩４分
●東京メトロ丸ノ内線 御茶ノ水駅 １出口 徒歩６分
●ＪＲ総武線 御茶ノ水駅 聖橋出口 徒歩４分
●都営新宿線 小川町（東京都）駅 B3b出口 直結
●東京メトロ丸ノ内線 淡路町駅 B3b出口 直結
●東京メトロ千代田線 新御茶ノ水駅 B3b出口 直結
　

本総会は上記会場に変更しております。昨年と会場が異なりますので、ご注意お願い申しあげます。
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